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元滝（にかほ市）
鳥海山の伏流水が幅約
30m、高さ約5mの岩肌か
ら湧き出ており、「平成の名
水百選」に選ばれました。
元滝周辺は細かな水しぶき
の白と斜面に張り付いたコ
ケの緑のコントラストが訪
れる人に清涼感を与えてく
れます。

第1回定例会

全戸配布広報紙
年4回発行

月議会

あきた未来づくり交付金事業など
補正予算案を可決

　平成24年第1回定例会6月議会が、6月15日か
ら7月10日までの日程で開催されました。
　初日の本会議では、知事から少子高齢化や県内
経済への対応のほか、災害復旧関連事業や総合戦
略産業としての観光を推進する事業、「ふるさと秋
田元気創造プラン」に基づく事業、経済・雇用対策
に係る事業等の補正予算案などについての説明が
行われました。
  一般質問では5人の議員が、知事の政治姿勢、雇
用対策、農業問題などについて質問を行い、県当局
の説明を求めました。
  また、委員会提出の「県議会議員の議員報酬等に
関する条例の一部を改正する条例案」が提案され
ました。
  関係議案等は予算特別委員会及び各常任委員会
の審査を経て、補正予算案など33件（予算案2件、
条例案8件、その他18件、意見書案4件、決議案1件）
が原案どおり可決、人事案1件が同意されました。
　これをもって、第1回定例会は、2月20日から7月
10日までの142日間の会期を終え、閉会しました。
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❷

ふるさと秋田元気創造プランの
達成度について
知事就任から3年、自己採点では100点満
点で「75点」を付けているようだが、どの
ような取組に対し「75点」を付け、残りの

「25点」は、どのような取組が不足していると
考えているのか。

日本海沿岸東北自動車道のミッシングリン
クの解消に向けた動きの加速や救急医療
体制を強化するためのドクターヘリの導入

など、早急に解決しなければならない懸案につ
いては、一定の目処を付けることができたと考
えている。プランに掲げた施策は概ね具体化
したが、成果が明確になっていない分野や、こ
れからの努力にかかっているものについて減
点した。県民が日々の暮らしで安心や豊かさを
実感でき、将来に対して希望を持てるような県
政を進めるため、今後も全力で取り組んでいく。

離職者支援と将来を見据えた
雇用創出について
製造業の新たな農業分野への展開について
は大きな期待があるが、雇用創出の即効性
は乏しいと思う。職業訓練などの人材の育成

をはじめとする離職者支援や将来を見据えた
雇用創出にどのように取り組んでいくのか。

「あきたびじょん」の活用と
周知について
全ての県民が郷土秋田を誇りに思い、愛す
る心を深め、訪れる人を温かくもてなすた
めには、「あきたびじょん」の意味をよく説

明し、県民運動にすべきと思う。「我々県民も
何かやる！」という気運を巻き起こし、県民自
らが行動する「県民力」を期待するものであ
るが、県民に「あきたびじょん」が表す意味・
ねらいをどのように伝え、県民運動を盛り上
げていくのか。

秋田の良さを県民一人ひとりが認識し、自
信と誇りを持って全国に向け発信していこ
うという意味が「あきたびじょん」に込めら

れている。1月の発表以来、梅原アドバイザー
による講演や職員による出前講座などで県民
向けに周知しているほか、市町村や観光協
会にもキャッチコピー等の使用を働きかけて
いる。県民向けの取組を継続することにより、
県民自らが広報マンとなり、秋田の良さをア
ピールしていく気運を高めていきたい。

県庁の朝礼の完全実施と普及について
大きな組織でも、極

ごく

一部の人の行為で全体
を評価され、信頼を失ってしまう。そこで、
良い組織づくりのための「戦術」として朝

民間企業での職業訓練によりスキルアッ
プを図り、当該企業等での再就職につな
げる緊急雇用事業を実施するほか、離職

者を正社員として雇用する企業への奨励金
の支給なども有効な対策として検討してい
る。将来的な雇用の受け皿として県内企業の
優れた技術力など、賦

 ふ  そん

存する資源を活かした
新分野進出による雇用の創出も重要である。
今後懸念される経済雇用情勢に対応するた
め、9月議会までには対策をとりまとめ、地域
の雇用の維持・創出に万全を期していく。

企業誘致への取組について
雇用創出に即効性の大きいコールセンター
の新規立地について、積極的な展開が必要
と感じる。また、東日本大震災以来、太平洋

側から会社の一部を日本海側へ移転し、リス
ク分散させる動きが活発になっているようで
ある。トップセールスを掲げる知事の企業誘
致へ取り組む姿勢、意気込みなどを伺う。

今後の雇用情勢を踏まえると、コールセン
ターの誘致にさらに力を入れる必要がある
と考えており、市町村との連携のもと、方策

を検討していく。また、企業のリスク分散の動き
を誘致に結びつけることが重要であるため、首
都圏での訪問活動を強化している。個別企業
のトップに対して本県進出を強く働きかける等、
引き続き先頭に立って、取り組んで行きたい。

礼を位置付け、全庁を挙げて行ってはどうか。
また、この取組を市町村や民間企業などに波
及させるため、県庁の朝礼の模様を広く伝え、
県民に「明るい前向きな姿勢」で事に向かう
意識を高めていく運動を行ってはどうか。

「朝礼」は職員間のコミュニケーション手
段であり、業務管理をする上で、有効な手
法であると認識している。また、「あいさつ」

は「秋田のイメージアップ」の基本となるもの
であることから、全庁を挙げた「朝礼」の取
組を徹底するとともに「あいさつ強化月間」
を設け、県民、民間、市町村等との協働による
「あいさつ運動」を県内各地で展開していく。

本県の漁業の将来像について
従来は漁港のハード整備に力点があり、他
の産業との連携や、養殖などでの多角化で
漁業の活性化を図る「漁業経済」的な視点

が弱かったように思う。秋田県の漁業の将来
像について考えを伺う。

本県漁業の目指す方向は、受け継がれて
きた特色ある資源を適切に管理し、安定
生産とブランド化を進めるとともに、食農

観連携の取組により多様な水産ビジネスを
展開していくことであると考えている。今後
は、地元と十分に協議をし、海域や主要漁港
等の特性を活かした、多方面からの漁業振
興策を推進していくことが大切であると認識
している。
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原広二 議員

（自由民主党・男鹿市）

加
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藤鉱一 議員

（自由民主党・由利本荘市）
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❸

来年度以降の県政について
「ふるさと秋田元気創造プラン」に掲げた目
標達成のためにもこの1年はどのような取
組や方針で臨むのか。また、来年度以降の県

政にどのような思いと展望を抱いているのか。

プランは長期的展望を描きつつ、本県の
基本問題の克服を目指し、策定したもの
であり、社会経済情勢の変化によっても、

その方向性は変わらないものと認識してい
る。プランに掲げた施策を、より実効性のあ
るものとするため、新たな発想を取り入れて
いるが、各般の施策について、未だ道半ばと
いう思いがある。

TDK生産拠点再編による
雇用問題について
「県の緊急雇用対策事業は単年度雇用を
行っているが、次の雇用につながるような
仕事をさせてはいない。地元の企業に、相

応の補助金を支給し、採用をお願いすれば手
を上げてくれる企業があるはずであり、採用
された人には、正社員になれる可能性がある
という夢を与えられるのでないか。」という意
見がある。この意見は経営者側と労働者側の
マッチング面においても有効であり、実現で
きるように取り組んでほしいがいかがか。

木質バイオマスの利用と
木材産業の振興について
ペレットなど木質バイオマスは原料の収集
や製造が必要なため、地域に与える経済効
果は風力など他の自然エネルギーに比べて

格段に大きく、波及する産業も多岐にわたる。
地域資源である木質バイオマスを利活用する
仕組みの実現に取り組むべきではないか。

従来の利用と組み合わせ、未利用材を含
めた森林資源を丸ごと活用することが、本
県林業・木材産業の振興に寄与すると考

える。そのため、未利用材を含めた原木の安
定的な生産・流通の推進や、市町村や企業
等が実施するバイオマス関連施設の整備に
も支援をしていく。

カドミウム米対策について
食品衛生法の規格基準の改正により、国の
負担で行われていたカドミウム米対策を県
で行うことになったが、連続発生者の買入

価格が大幅に削減されるなどの厳しい内容
だ。発生の根本原因は生産者にないとの基本
を変えず、農家の負担軽減を図るべきではな
いか。また、カドミウムを蓄積しないイネの開
発も進んでいるようだが、本県でもそうした
取組を進める予定はあるのか。

民間企業での職業訓練によりスキルアッ
プを図り、当該企業等での再就職につな
げる緊急雇用事業を重点的に実施すると

ともに、離職者を正社員として雇用する企業
への奨励金の支給など、より踏み込んだ雇用
対策を検討している。今後、離職者や経営者
のニーズを踏まえ、緊急的な経済・雇用対
策を9月議会までにとりまとめていく。また、
TDKの工場閉鎖などの動きは、国内電子産
業が危機に瀕している状況を示すものであ
り、企業の競争力を強化させる施策の実施
等について、私自ら国に対し要望している。

LEDの普及対策について
LED電球は、白熱電球と比較すると消費電
力が6分の1、寿命が40倍、電気代と購入
費を合わせた年間コストは4分の1である

が、値段が20倍程高いという課題がある。大
仙市では昨年からLED購入支援事業を行って
おり、大変好評とのことである。市とともに県
も行えば、幅広く県民の利益につながると思
うがいかがか。

県としても住宅リフォーム緊急支援事業で、
リフォームにおけるLED照明等について
助成の対象としている。国が6月13日に省

エネ性能に優れた電球型蛍光ランプやLED
照明等への切り替えが進むよう関係団体等
へ協力要請を行ったところであり、一般家庭
へのLED照明等の普及のあり方については、
こうした動きを見極めながら検討していく。

国による買上事業の終了に伴い、平成23
年産米から県が全量買入することにした
が、生産者間で、湛

た ん す い

水管理への取組に差
があり、汚染米を全て同じ価格で買い入れる
ことについて、不公平との声があった。干ば
つの影響など、生産者の努力にも関わらず
連続発生した場合は、例外措置を設けて不
利益にならないよう配慮していく。また、カド
ミウムをほとんど吸収しない品種の開発につ
いては、大きな関心を持っており、今後、国と
共同研究を進める方向で検討している。

世界遺産登録への関心を高める
ための取組について
本県の大湯環状列石、伊勢堂岱遺跡を含む
北海道・北東北を中心とした15の縄文遺
跡群が世界遺産登録を目指しているが、本

県での関心は薄く、地元の盛り上がりも欠け
ている。青森県では世界遺産登録への過程で
ハイテクを駆使した手法を試行し、埋蔵文化
財の新しい展示・活用法につながる期待がも
たれている。本県でも大湯環状列石、伊勢堂
岱遺跡への関心を高めるための工夫が必要で
はないか。

本県独自に、関心を高めるため世界遺産
フォーラムや出土品展示会などを行って
いる。ハイテクを駆使した展示・活用法は、

当時の状態のまま視覚的に体験できるものと
して注目されており、活用の可能性について
今後研究していきたい。
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林丈正 議員

（自由民主党・北秋田市・郡）
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おもてなしの向上に向けた
取組について
観光振興に最も重要と思われる観光客の
受入態勢について、タクシードライバーの
方々に状況を尋ねると「ガイドの勉強をし

たいが、会社ではその時間を提供してくれず
費用の支援もない。厳しい雇用条件の中、個
人的にもなかなか難しい」とのことだった。そ
こで、こうした方々を対象に、バス会社や飲食
店の応援により、市内観光ツアーや食事モニ
ターの機会を提供してもらうなど、おもてな
し向上に向けた更なる取組が必要と考えるが
どうか。

県では観光連盟と連携し「おもてなし講習
会」の実施など、関係者の意識の醸成に
努めているが、とりわけ、観光客に接する

機会の多いタクシードライバーの方々につ
いては、県ハイヤー協会と連携し接遇に関す
る実態調査を行い、その結果を踏まえ、具体
の対策を講じていく。

公共施設の耐震化について
公共施設は、多くの県民が利用するほか、災
害時の避難所等になるものも多い。公立学
校の耐震化については対応が進んでいるよ

うだが、他の公共施設の耐震化の状況はどうか。

県有施設は、「県有建築物の耐震改修実
施指針」により平成27年度末までに耐震
化率100パーセントを目標としており、特

に県立学校については、統合や改築を計画
している学校を除き、今年度中に耐震化を完
了させる。県立学校を除く県有施設の耐震化
率は平成23年度末で89パーセントとなって
おり、防災上重要な施設などを優先させなが
ら、目標達成に向け取り組んでいる。

豪雪地帯対策基本計画について
平成9年3月に策定された「秋田県豪雪地
帯対策基本計画」に基づき、魅力ある雪国
を創造するため、克雪対策の充実、多様な

利雪、親雪対策を進めてきたと思うが、事業
の総括と点検はどのようになされたのか。今
の本県の実情に合わせた新しい基本計画を作
成すべきと考えるがどうか。

県民意識調査や毎年度行っている事業評
価により点検してきたが、昨年度実施した
県民意識調査では「豪雪や地震などの自

然災害への安全性」に対する評価は、他の
項目に比べ低くなっている。この結果を真摯
に受け止め、市町村、社会福祉協議会及び
民間団体と協働するなど、地域の支え合いを
通じた雪対策ネットワークを構築し、県民に
とって実効性のある対策を進めていく。基本
計画については、計画内容を点検し、改訂に
向けた検討を行っていく。

石
い し か わ

川ひとみ 議員

（社会民主党・秋田市）
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　6月15日の本会議で、県予算及びその関連事項を審査、調査する
ため全議員で構成する予算特別委員会が設置されました。
【委員長】能登祐一（自民党）【副委員長】三浦英一（新みらい）

　秋田県市町村未来づくり協働プログラムのプロジェクトに係る予
算を審査するため、予算特別委員会に「あきた未来づくり交付金小委
員会」が設置されました。
【小委員会委員長】武田英文（自民党）
【小委員会副委員長】渡部英治（新みらい）

6月議会で設置された特別委員会
予算特別委員会

北秋容器（株）（大館市）を調査 農事組合法人アグリピース（横手市）を調査 雄勝地域振興局（湯沢市）での概況調査 国道13号 院内道路（湯沢市）を調査

　委員会審査の参考にするため、県内の各地域振興局単位に主要事業の実施状況等を調査するほか、
県外の先進事例の視察、調査を行っています。

福祉環境委員会

総務企画委員会 教育公安委員会

農林水産委員会 産業観光委員会 建設委員会

　福祉環境委員会は6月4日～6日
の日程で、リサイクル関連施設の取
組や北秋田市民病院の状況などに
ついて鹿角・北秋田管内を調査し
ました。

　総務企画委員会は6月11日～
14日の日程で、沖縄県の「文化観
光スポーツ部の取組」や「県民総
ぐるみで行う防犯運動の取組」等
の先進事例を視察、調査しました。

　教育公安委員会は6月11日～
14日の日程で、佐賀県立金

きんりゅう

立特別
支援学校の「ICTを活用した教育」
や長崎県美術館の「展示・企画、
集客の取組」等の先進事例を視察、
調査しました。

　農林水産委員会は5月22日～24
日の日程で、地元産牛乳を活用した
チーズ生産や菌床しいたけの周年
出荷の取組などについて平鹿・雄
勝管内を調査しました。

　産業観光委員会は5月15日～17
日の日程で、産業・雇用の現況や
観光事業への取組状況などについ
て由利・雄勝管内を調査しました。

　建設委員会は4月25日～27日の
日程で、横手駅前の市街地再開発
事業の取組や道路及び河川の事業
実施状況などについて平鹿・雄勝
管内を調査しました。

常任委員会の動き



❺

予算特別委員会
Q冬期間において日常生活に支障をき
たしている一人暮らしの高齢者や障害者
等への除雪等の支援策について、対象
者の年齢、健康状態、扶養の有無等の
状況を把握しないことには、支援を行うこ
とは難しいものと考えるが、どのように対
応していくのか。

A市町村との意見交換において、社会
福祉協議会等で高齢者等の状況を把握
しながら取り組まれていると聞いている
が、現状では、県として、個別具体まで
は把握していない。
　今後は、支援の対象者の状況把握に
ついて、市町村や関係機関と一体と
なって、より踏み込んだ議論を行ってい
きたい。

Q大雪による死亡者の遺族等に対して
の災害弔慰金及び災害障害見舞金につ
いては、二つ以上の都道府県が災害救
助法の適用となった場合に支給の対象と
なる等の条件があるため、必ずしも毎年
支給されない。
　このような条件で支給の可否が決定さ
れるのは不公平と感じるが、県として何らか
の対応を考える必要があるのではないか。

A本県としても制度の在り方につい
て、疑問を感じていることから、積雪地
帯の26道府県で構成する「全国積雪
寒冷地帯振興協議会」を通じて、制度
の改善を要望しており、今後も継続し
ていきたい。

Q居住地域における携帯電話使用可
能エリアを広げることも大事だが、市街
地と観光地を結ぶ道路沿線上の拡大も
必要と考える。
　防災や観光振興の観点から考えれば、
使用エリアの現状を把握して、改善して
いく必要があるのではないか。

A道路沿線上の不感地帯については、
携帯電話事業者の採算性の問題等もあ
り、整備が進んでいない現状である。
県民の利便性を考えれば、不感地帯を
解消していくことは必要なことと認識し
ている。
　今後は、現状の把握に努めるととも
に、事業者に対する低利融資や税制優
遇措置等について、知事会等を通じて、
国に要望していきたい。

総務企画委員会

予算特別委員会総務企画分科会

Qデスティネーションキャンペーンや国
民文化祭など大きなイベントが控えてい
る中、観光振興に向けた県内の受入体
制整備が必要であるため、「観光は、農
業、地域の交通機関、道路等のインフラ
整備や雇用などに波及効果がある。」と
いうことを県民に理解してもらうための方
策を検討する必要があるのではないか。

A秋田は観光を大きな産業の柱にし
て、みんなでやろうという気持ちを市町
村、関係団体と一緒に隅々に広げてい
くことが、最終的に様々な波及効果に
つながると考える。まずは、県内の人々
に、笑顔で温かいおもてなしをしていく
ことの大切さを広めることが基本である
と考える。

Q野良犬や野良猫は保健所で殺処分
し、野生のツキノワグマも市街地に出て
きた場合は住民の生命、財産を守る趣旨
から射殺するが、飼育されているクマは動
物愛護の観点から命を守るということで、
動物によって考えがまちまちである。秋田
八幡平クマ牧場のクマについては、最終
的に引き受け手がなければ殺処分もやむ
を得ないと考えているのか。

Aクマ牧場のクマは経営者の所有物
であり、それに対して県が断定的に結
論を下すことは法律上できない。世界的
に注目される中、最終的な結論は所有
者の意向であるとしても、県に跳ね返っ
てくることは事実であり、非常に重く受
け止めて最終結論に結びつけたい。

Qあきた未来づくり交付金について市
町村の負担割合を目安として設定してい
るが、これにより市町村が申請に対して
二の足を踏むことはないのか。県としては
協働事業の趣旨を勘案し、より柔軟な対
応をしていくべきではないか。

A今後、市町村に対しては、負担割合
にこだわらずに県が柔軟な形でプロ
ジェクト策定を進めていく方針であるこ
とを周知するとともに、良い提案をして
いただくよう働きかけていく。

福祉環境委員会
Q監査で不正を確認したために、介護
事業者の指定を取り消すとのことである
が、事前の情報入手からかなりの時間を
要しており、もっと迅速に対応できなかっ
たのか。

A匿名の不確かな通報であったことか
ら、慎重に対応したものであり、正確を
期すために時間を要した。事業所が
1,000カ所単位であるため、現在の監
査体制も考慮に入れながら、今後の監
査の実施方法等について、改めて検討
していきたい。

予算特別委員会福祉環境分科会
Q国内でも数少ない最新の医療機器
を秋田大学に導入する理由は何か。国
立大学法人であり、国が補助するのが
順当だと思うが、県が全額補助する理由
は何か。

A内視鏡手術用支援機器による前立
腺がんの手術結果を検証すると、精密
で患者の負担の少ない手術ができるほ
か、がんの残存率が低下するなど、治
療効果の向上が期待されることから、県
がん診療連携拠点病院である秋田大学
に設備を整備するものである。また、今
回の機器導入により、間接的であるが、
医学生や研修医の確保にもつながると
考えている。本年4月1日から内視鏡手
術用支援機器による前立腺がん手術が
保険適用の対象とされているが、適用
の範囲がまだ狭い状況の中では、大学
の費用負担が大きい。がん死亡率の高
い本県において、治療効果の高い先進
的ながん医療を確保する必要があるこ
とから、その整備に対し、県が助成する
ものである。

Q国が、各自治体に災害廃棄物の広
域処理を要請しているにもかかわらず、
安全確保に必要な放射能測定にかかる
費用などを、全額負担しないのは理解し
がたい。国に対して、強く要望すべきで
はないか。

Aこの件に関しては、他の自治体でも
問題視している。すべて国庫負担となる
よう、今後開催される北海道東北地方
知事会などを通じて、引き続き、国に強
く要望したいと考えている。

予算特別委員会
あきた未来づくり交付金小委員会



産業観光委員会 建設委員会
Q東京アンテナショップ『あきた美彩
館』については、飲食スペースと比較し
て物販スペースが手狭であると思われ
る。スペースの活用について、お客様目
線で検討すべきではないか。

A季節性を踏まえた品物の選定や、商
品数の見直し、通路の拡張など、物販部
門と飲食部門のスペースの比率も含め、
費用対効果を考えて検討していきたい。

Q雪沢大橋（大館市）のケーブル破
断について、施工した特定JV（建設共
同企業体）の負担により、破断ケーブル
の交換や残存ケーブルの健全性検査・
交換を行う協定書を今年2月に取り交わ
したが、その後の進捗状況はどうなって
いるか。

A破断したケーブルの交換は、既に
完了した。残存ケーブルの健全性を確
認するため、ウレタン皮膜を剥離する
必要があるが、現段階までに検査した
ケーブルには、調査段階で発生したと
思われる比較的新しい錆が確認され
た。検査したケーブルはおそらく健全
だったであろうと推定はされるものの断
定はできず、他の残存ケーブルの健全
性も確認できない。また、新しいケーブ
ルの製作に2カ月を要することなどか
ら、特定JVから全ケーブルを交換する
旨の申し出があり了承した。現在は
ケーブル製作を行っており、今後は、9
月末の工期内完成を目指して順次作
業を進めていきたい。

❻

Q「重点エリア観光再構築推進事業」
は、本県観光をリードする重点エリアにお
いて、地域自らが現状分析や課題整理
を行い、受入態勢等の再構築に向けた
調査・検討を行うものであるが、県内観
光地が地域によって様々な課題を抱えて
いる中で、どのように進めていくのか。

A地域ごとに観光資源は多種多様であ
り、課題や解決策には差異があるため、
これらを整理しながら、網羅的でない、
より具体的な施策を行っていく必要があ
る。まずは、意欲ある地域において、地
域資源や課題の整理を行い、今後の振
興策についての検討や新たな観光資源
等の創り上げを行うことで、ビジネスと
して継続・成長していく秋田の観光産
業を形成していきたい。

Q「植物工場による先端アグリビジネス
システム推進事業」は、県内の空き工場
を活用しながら植物工場のビジネスモデ
ルを構築しようとするものであるが、どのよ
うに雇用に結びつけようとしているのか。

A本事業は生産から販売までを見据え
た実証事業であり、空き工場の活用によ
り初期投資を抑え、太陽光発電システ
ムなどを活用しながら、運用経費も抑え
ていく取り組みである。今後、この実証
事業の成果を踏まえ、植物工場の全県
展開を目指し、ハウス栽培や加工・販
売システムとの組み合わせにより、多く
の雇用に結びつくよう、腰を据えて取り
組んでいきたい。

Q5月3日に発生した泥湯温泉での土
砂崩れについて、応急対策工事後、引
き続き恒久対策工事を行う計画だが、当
地区は観光地であり、周囲の景観に配
慮が必要である。具体的にどのような工
法を想定しているのか。

A恒久対策工事としては、法面工事や
擁壁などを想定しているが、具体的な
設計については、残っている崩落土砂
の撤去完了後、地盤等の状況を確認し
た上で、改めて検討する。その際には、
地元とも調整しながら、安全と景観の両
面に配慮した設計を考えていきたい。

Q日本海側拠点港推進事業につい
て、秋田県の港湾は、震災後に大きな
役割を果たし、特に秋田港は日本海側
拠点港として重要な役割を期待されてい
る。国に対して、もっと強力に予算要望
するべきではないか。

A防波堤整備などハード事業はもとよ
り、シーアンドレール構想実現のため
の各種調査など、ソフト事業についても
積極的に予算要望を行うなど、今後も
様々な機会を捉え、国に働きかけたい。

予算特別委員会産業観光分科会

予算特別委員会建設分科会

農林水産委員会
Q議員提案による「秋田県林内路網
の整備の促進に関する条例」が4月から
施行されたが、林内路網の整備につい
て、どのような目標を設定しているか。

A森林整備及び木材産業振興臨時対
策基金を活用し、3年間で林業専用道
約70キロメートル、森林作業道約430
キロメートル、合わせて約500キロメー
トルの路網を整備する予定である。将
来的には、森林資源の集積している高
能率生産団地について、1ヘクタール
当たり60メートルの路網密度を確保で
きるよう整備を進めていきたい。

Q秋田米食味向上対策事業は、財団
法人日本穀物検定協会の食味ランキン
グで「特A」の獲得を目指すとともに、食
味向上のための栽培管理技術の確立を
図ろうとするものであるが、これまでは食
味向上のための具体的な対策を講じてこ
なかったのか。また、本事業による対策
の効果は、今年産米の食味ランキングの
検定には間に合わないのではないか。

Aこれまでは、食味に大きく影響するタ
ンパク質を抑えるため、生育量に応じ
た追肥の時期や量について指導してき
た。今後は、タンパク質に加えて、米の
旨み成分であるアミノ酸等のデータ解
析を行い、新たな「食味向上栽培マニュ
アル」を作成し、普及に努めていきたい。
また、米の内部品質を分析することで、
食味検定の対象となる米について精度
の高いサンプリングが可能となることか
ら、是非とも今年産米で「特A」を獲得
したいと考えている。

Q県産農畜産物安全性確保対策事
業は、放射性物質検査に係る国の動向
にかかわらず継続が必要と考えるが、今
後の取組について県のスタンスを確認
したい。

A国の動向にかかわらず、県産農畜
産物等の安全性を明らかにし、大いに
PRしていくという基本方針は変わらな
い。今後も検査を継続し、その結果を情
報発信することにより、県産農畜産物等
の安全性を積極的にPRしていきたい。

予算特別委員会農林水産分科会



❼

教育公安委員会
Q特別支援学校において、障害を持
つ子どもたちがタブレット型情報端末を
使ってコミュニケーションをとる等ICT
（情報通信技術）を活用した教育の取
組が全国的に進んでいる。先進的な取
組をしている県も見受けられるが、本県
の現在のICT活用状況及び今後の活
用計画はどのようになっているのか。

A本県では、秋田きらり支援学校にタ
ブレット端末を2台導入しているほか、
ゆり養護学校道川分教室ではテレビ
会議システムを活用して交流や共同
学習を行っている。
　現在、総合教育センターで活用方
法の研修を行っており、まずは肢体不
自由・病弱の生徒を対象にICTを活
用した教育を実施していきたい。

Q全国的に通学中の交通事故が多
発しているが、本県ではどのような安全
対策を講じているのか。

A8月末までに市町村教育委員会、
道路管理者と警察が連携して、通学路
の交通安全確保に向けた緊急の合同
点検を実施し、安全面に問題がある場
合は改善することとしている。
　また、警察では今年度から通学路等
の交通事故防止のため「ゾーン30」と
いう区域を全県に指定し、歩行者等の
通行を最優先に、車両の速度を30キ
ロに制限して通過車両やスピードを出
す車両を抑制することにしている。

予算特別委員会教育公安分科会
Q交通信号機整備事業は、本年2月
に秋田市下浜地内で発生した交通信
号灯器落下事案後の緊急点検により、
老朽化で落下の危険性が判明した257
カ所の信号灯器を更新するものである
が、そもそも毎年計画的に更新していれ
ば、このような落下事案も発生しなかっ
たのではないか。今後の更新整備はど
のように進めていくのか。

A予算的な制約もあり、これまで信号
灯器の更新が十分になされてこなかっ
た。今後は、設置から30年以上経過し
たものについては3年以内に計画的に
更新していくとともに、点検で破損・亀
裂が見つかったものについては設置
年数に関係なく直ちに更新するという
方針で臨みたい。

　総合防災対策調査特別委員会は、6月1日に秋田地方気象台と東北電力㈱秋田支店を
訪問し、県内が大きな被害を受けた4月上旬の暴風について、専門的な意見を聴きました。

総合防災対策調査特別委員会

　東北電力㈱秋田支店では、支店長から停
電時の情報提供や夏期の電力需給見込み
等について説明を受けたあと、意見交換を
行いました。

• 停電復旧情報のあり方について
• 市町村との災害協定について
•県民への 節電の周知について

　秋田地方気象台では、台長から警報等の
情報提供や竜巻の状況等について説明を
受けたあと、意見交換を行いました。

• 警報の発令と実際の風速等について
• インターネットやテレビを活用した情報
提供について

　7月2日に開催された委員会では、新たな調査・検討項目としての「後方支援」につ
いて、県と市町村の役割の検討が行われました。

　秋田県議会では、議会の審議や政策提言
等の参考にするため次のテーマについて、
皆様からのご意見をお待ちしています。

【募集テーマ1】
雇用の拡大について
（内容）
　疲弊する県内経済を立て直し、活性化さ
せるためには、本県産業の振興を図り雇用
を増やす必要があると考えます。どのよう
な取組を進めるべきか、県民の皆様からご
意見をいただきたいと思います。

【募集テーマ2】
新県立美術館とエリアなかいちの
今後に望むこと
（内容）
　秋田の玄関口としてふさわしい方向付け
は何か、県内外へのアピールにどう活かし
ていくべきか、広く意見を求めます。秋田を
訪れた観光客、ビジネスマン、会議参加者
等に強いインパクトを与えイメージアップ、
にぎわい創出に結び付けるために広く県民
の皆様からご意見、アイデアをいただきた
いと思います。

【募集テーマ3】
循環型社会の構築について
（内容）
　これからの秋田県の持続的発展を考えた
場合、本県の有する多様な自然資源、文化
資源及び先端的技術等を活用することが不

可欠と思われます。地域の良質な資源を磨
き上げ、産業振興に結び付け、地域社会の
持続的発展を実現するため、食糧、エネル
ギ－、環境等の分野で循環型社会の構築を
図るにはどうすれば良いか、県民の皆様か
らご意見をいただきたいと思います。

応募方法
　郵送、FAX及びホームページからの応募
ができます。
1郵送、FAXで応募の場合
　宛先：〒010-8570
　　　　秋田市山王4丁目1-1
　　　　秋田県議会事務局　政務調査課
　　　　FAX番号 018-860-2108
　 「県議会への意見」と明記し、住所、氏名、
年代、性別をご記入の上、お送りください。

2 ホームページから応募の場合
● 秋田県議会ホームページ（http://gikai.
pref.akita.lg.jp）から応募
● 秋田県ホームページ「美の国あきたネッ
ト」の「お役立ち情報：県政ご意見箱：
アンケート」から応募

※ 応募に当たっては、いずれの場合も住所、
氏名の明記が必須条件となります。明記
されていない場合は受付できません。な
お、募集結果は、秋田県議会ホームペー
ジ等で公表させていただく場合がありま
すので、ご了承ください。（特定の個人を
識別できる情報は公表しません。）

募集期間
平成24年8月8日（水）～9月14日（金）

「県議会への意見」を
お待ちしております



◎ 秋田県緊急雇用創出等臨時対策基金条例
の一部を改正する条例
　 　失業者に対する雇用の機会の創出を図
るため、秋田県緊急雇用創出等臨時対策基
金の設置期限を延長します。

◎秋田県営住宅条例の一部を改正する条例
　 　福島復興再生特別措置法の施行により同
法第20条第1項に規定する居住制限者が
普通県営住宅又は改良住宅に入居するた
めの条件を定めます。

◎ 秋田県立高等学校設置条例の一部を改正
する条例
　 　秋田県立能代北高等学校及び能代市立
能代商業高等学校の統合により、新たに秋
田県立能代松陽高等学校を設置します。

議員・委員会提出議案

◎ 県議会議員の議員報酬等に関する条例の
一部を改正する条例
　 　議会改革の一環として、県議会議員が会
議、委員会又は協議等の場に出席したとき
に支給する旅費のうち宿泊料について、上
限の範囲内で実費により支給します。

意見書・決議

◆ 尖閣諸島の実効支配を推進するための法
整備を求める意見書
◆ 地域経済活性化と雇用対策強化のための
地方財政の充実を求める意見書
◆ 北朝鮮による日本人拉致問題の早期解決
を求める意見書
◆ 防災や減災のための社会基盤再構築を求
める意見書
◆ 第32回オリンピック競技大会及び第16回
パラリンピック競技大会の東京招致を支
援する決議

12月議会

6月議会で可決された
主な議案の内容は次の
とおりです。

編集・発行　秋田県議会　〒010-8570  秋田市山王四丁目1番1号  TEL018-860-2087　http://gikai.pref.akita.lg.jp

平成24年第1回定例会〈6月議会〉表決状況
自　　民：自由民主党　　いぶき：いぶき
新みらい：新みらい　　　県　民：県民の声
社　　民：社会民主党　　共　産：日本共産党
民　　主：民主党　　　　公　明：公明党

賛否欄
「○」：賛成　　「×」：反対　　「議」：議長
「欠」：欠席　　「棄」：棄権
「除」：除斥　　「－」：議場に不在

※上記以外の議案等については全会一致で可決されました。詳細については議会ホームページをご覧下さい。

4月23日開催の本会議の概要
　4月23日に本会議が開催され「平成24年度秋田県一般会計補正予算（第1号）」が
可決されました。
・一般会計の補正額 6億8,930万円
・補正後の額 6,033億6,730万円

議案等
番号 件　名

議
決
月
日

議
決
結
果

表
決
者
数

賛
成
者
数

反
対
者
数

自　民 新みらい 社　民 民　主 いぶき県民
共
産
公
明

菅
原
　
博
文

菅
原
　
広
二

佐
藤
　
雄
孝

北
林
　
丈
正

竹
下
　
博
英

中
泉
　
松
司

原
　
幸
子

工
藤
　
嘉
範

近
藤
　
健
一
郎

加
藤
　
鉱
一

佐
藤
　
賢
一
郎

小
松
　
隆
明

平
山
　
晴
彦

柴
田
　
正
敏

渋
谷
　
正
敏

大
関
　
衛

川
口
　
一

小
田
　
美
恵
子

武
田
　
英
文

鶴
田
　
有
司

冨
樫
　
博
之

大
野
　
忠
右
エ
門

能
登
　
祐
一

大
里
　
祐
一

佐
藤
　
健
一
郎

鈴
木
　
洋
一

北
林
　
康
司

三
浦
　
茂
人

渡
部
　
英
治

三
浦
　
英
一

こ
だ
ま
　
祥
子

中
田
　
潤

安
藤
　
豊

土
谷
　
勝
悦

加
藤
　
麻
里

石
川
　
ひ
と
み

宮
腰
　 

誠

小
原
　
正
晃

沼
谷
　
純

虻
川
　
信
一

丸
の
内
　
く
る
み

東
海
林
　
洋

瀬
田
川
　
栄
一

山
内
　
梅
良

田
口
　
聡

議
員
提
出

意見書案
第6号

尖閣諸島の実効支配を推
進するための法整備を求
める意見書 7

月
10
日

原
案
可
決

44 40 4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○

決議案
第1号

第32回オリンピック競
技大会及び第16回パラ
リンピック競技大会の東
京招致を支援する決議

44 40 4 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○

議会開催予定のご案内

議 会 か ら
の

お 知 ら せ

平成24年第2回定例会9月議会は

9月7日（金）～10月3日（水）
の日程で開催予定です。

※ 現時点での予定であり、変更される場
合があります。変更内容は随時、議会
ホームページ（http://gikai.pref.akita.
lg.jp）でご案内しています。

秋田県議会永年在職議員表彰
(6月15日)

　本会議において北林康司議員(自由民
主党)が、永年（25年）在職議員として
表彰されました。

◆ 尖閣諸島の実効支配を推進するための法

◆ 地域経済活性化と雇用対策強化のための

◆ 北朝鮮による日本人拉致問題の早期解決

◆ 防災や減災のための社会基盤再構築を求

◆ 第32回オリンピック競技大会及び第16回

知事提出議案

◎ 平成24年度秋田県一般会計補正予算（第
2号）
•一般会計の補正額 89億9,880万円
•補正後の額 6,123億6,610万円
•前年度6月補正後予算との対比 2.0%減
•補正予算の主な事業
　 　公共施設等災害復旧関連事業、「冬の秋
田でぬぐだまろう」推進事業、再生可能エ
ネルギー等導入推進臨時対策事業、秋田米
食味向上対策事業、保育所整備等特別対策
事業、高度・専門医療体制整備事業、あき
た未来づくり交付金事業、緊急雇用創出等
臨時対策基金事業費補助事業、災害廃棄物
広域処理支援事業

◎ 秋田県収用委員会の委員及び予備委員の
選任
　 　野口修平氏、加藤清美氏の委員選任、木
村充氏の予備委員選任について同意


